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出資法人等経営状況報告書 

 

１ 作成年月日及び担当部署 

作成年月日 令和 4年 8月 25 日 担 当部署 産業観光交流部 産業政策課 

 

※以下は令和 4年 3月 31 日現在の内容です。 

２ 法人等の概要 

法 人 名 株式会社 よしかわ杜氏の郷 

代 表 者 

代表取締役 野口 和広 

□ 常 勤   ■ 非常勤 □ プロパー  ■ 市兼務  □ その他 

所 在 地 新潟県上越市吉川区杜氏の郷 1番地 

設立年月日 平成 11 年 3 月 24 日 

資 本 金 92,075 千円 市出資割合 82.6％ 

設 立目的 
酒米の生産と地酒醸造による消費者との結び付きにより地域農業の発展、農家

所得の向上を図るため。 

主な事業 
⑴ 酒類の製造・販売 

⑵ 道の駅よしかわ杜氏の郷の管理運営 

 

３ 役員数 

（単位：人） 

 常勤 非常勤 計 
内訳 

プロパー 市兼務 その他 

取締役 0 3 3 2 1 0 

監査役 0 1 1 1 0 0 

計 0 4 4 3 1 0 

 

４ 職員数 

（単位：人） 

 計 
内訳 

プロパー 市兼務 

正社員 4 4 0 

その他 6 6 0 

計 10 10 0 
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５ 事業実績（概要） 

【第 24 期の経営状況】 

 売上高は、前期と比較して 10,844 千円増（19.6％増）の 66,179 千円となりました。依然と

して新型コロナウイルスの感染症拡大の影響を受け、コロナ禍前の売上水準には至らなかっ

たものの、新たな商品の開発・販売やイベントの開催等により、前期よりも売上高を増やす

ことができました。 

 販売費及び一般管理費は、イベント等に参加したことに伴い旅費や広告宣伝費が増加するな

ど、前期と比較して 3,510 千円増（14.2％増）の 28,309 千円となりました。 

 これにより、営業利益は△10,628 千円となり、国や県、市からの各種助成金、補助金などに

よる営業外収益があったことから、経常利益は△2,987 千円となりました。 

 この結果、当期純利益は△3,167 千円を計上し、前期から 3,824 千円改善したものの 7 期連

続で単年度赤字となりました。 

 第 24 期末の累積欠損金は、前期に行った減資に伴う欠損填補があったことから、当期純損失

と同額の 3,167 千円となりました。 

【第 24 期の主な取組】 

 コロナ禍においても売上増加を目指し、普段日本酒に親しみが少ない若者や女性をターゲッ

トに据え、「県内ミュージシャンとのコラボ日本酒」や「ゆず酒」の開発・販売を行いました。 

 店内での総菜販売により日本酒購入を促す取組や、道の駅のそば祭りにおいて「新酒と新そ

ばのコラボセット」を販売するなど店舗売上の向上を図りました。 

 売上増加や経費削減に取り組んだほか、コロナ禍により販売量の見通しが立たないことや依

然として厳しい経営環境であることから、生産量や在庫量を調整し、赤字幅の縮減に努めま

した。 

【店舗利用状況】  

区    分 
第 22 期 

（Ｈ31.4～Ｒ2.3） 

第 23 期 

(Ｒ2.4～Ｒ3.3) 

第 24 期 

(Ｒ3.4～Ｒ4.3) 

店舗利用者数 9,907 人 4,412 人 6,471 人 
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６ 財務状況（税抜） 

                                 （単位：千円） 

項 目 

第 22 期 

自 平成 31 年 4 月 1日 

至 令和 2年 3月 31 日 

第 23 期 

自 令和 2年 4月 1 日 

至 令和 3年 3月 31 日 

第 24 期 

自 令和 3年 4月 1 日 

至 令和 4年 3月 31 日 

損
益
計
算
書 

売上高 80,666 55,335 66,179 

売上原価 56,664 46,497 48,498 

売上総利益 24,002 8,838 17,681 

販売費及び 

一般管理費 
33,040 24,799 28,309 

営業利益 △9,038 △15,961 △10,628 

営業外収益 4,097 9,379 7,856 

営業外費用 34 119 215 

経常利益 △4,975 △6,701 △2,987 

特別利益 0 0 0 

特別損失 0 0 0 

税引前当期純利益 △4,975 △6,701 △2,987 

法人税等 290 290 180 

当期純利益 △5,265 △6,991 △3,167 

項 目 令和 2年3月31日現在 令和 3年3月31日現在 令和 4年3月31日現在 

貸
借
対
照
表 

資 産 117,179 114,687 112,064 

負 債 13,850 18,350 18,894 

純資産 103,328 96,337 93,170 

 資本金 184,150 92,075 92,075 

 利益剰余金 △80,822 △6,991 △3,167 

 その他 0 11,253 4,262 

 

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。 
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７ 市からの財政支出等 

⑴ 委託額（税込）                             （単位：千円） 

内訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① 
道の駅よしかわ杜氏の郷 

管理業務委託料 
3,292 3,684 3,787  

計 3,292 3,684 3,787  

 

⑵ 財政援助額（税込）                           （単位：千円） 

内訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① 補助金（助成金） 30 425 1,225 
中小企業者チャレンジ応援事業

補助金、事業者経営支援金 

② 貸付金 0 0 0  

③ 損失補償 0 0 0  

④ 債務保証 0 0 0  

⑤ その他（     ） 0 0 0  

計 30 425 1,225  

 

８ 今後の経営計画等 

 ⑴ 次期事業計画 

第 25 期は、国内でのレジャーの機運、経済活動の再開を機と捉え、売店では定期的なイベン

トの開催、営業では県外催事への参加を中心に以下の施策を実施し、売上高 75,860 千円、経常

利益の単年度黒字化を目指します。 

⑴ コロナ禍に対応した販売の実施 

①レジャー需要に即したイベントの開催 

②県外百貨店での催事による販売の再開 

⑵ 新たな需要を生む日本酒消費者への営業活動（継続） 

①インターネットを通じた営業活動の強化 

②若者に親しまれる清酒の開発 

⑶ 店舗売上向上の推進（継続） 

①道の駅と連携したイベントの開催 

②来店しやすい環境づくり 

⑷ 組織の活性化等 

①部署部門問わず横断的な仕事の共有による効率化 

②施設内外の衛生管理と整理整頓の実施 

③効率化に向けた設備導入や安定供給に向けた設備更新等の検討 

 

⑵ 中長期経営計画 

なし 
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９ 令和 4年度 経営状況の分析・評価 

⑴ 第三セクター等の経営状況の分析・評価のフローチャート 

※「第三セクター等に対する関与方針」から抜粋 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、資本金の 50％を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか 

はい 

→ 

第三セクター等評価

委員会に見解を求め

る 

↓いいえ 
 

Ｃ 3 期連続の赤字であるか 

はい 

→ 

↓いいえ 
 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか 

はい 

→ 

↓いいえ 
  

Ａ 現状では、当該法人の経営状況に問題（課題）なし 

  

 

 

フローチャートによる評価 Ｃ  

【特記事項】 

7 期連続で単年度赤字を計上したことからＣ評価となるが、令和 3 年度の第三セクター等

評価委員会での指摘のとおり、株式譲渡による民営化の取組を進めていることから、次頁以

降の分析・評価の対象としないこととした。 

 

 

フローチャートによる評価基準 備考 

Ａ 経営状況に問題（課題）なし 引き続き経営努力を行う 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念がある 

経営健全化の可能性について、第三セクタ
ー等評価委員会に見解を求める 

Ｃ 当期純利益が 3期連続の単年度赤字である 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、 
資本金の 50％を超える累積欠損金がある 
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１０ 令和 3年度 第三セクター等評価委員会の分析・評価に対する対応状況 

令和 3年度 第三セクター等評価委員会の分析・評価【概要】 

① 黒字化に向け、製造原価等の見直しが必要である。 

② 売上げについて、販路・販売先ごとに推移や変動要因を分析する必要がある。 

③ 目先の改善課題やアクションプランだけでなく、中長期的なビジョンを描くべきであ

り、Ｍ＆Ａという選択肢を前向きに検討すべき。 

第三セクターによる対応状況 

① 仕込み時期以外（夏期）の人員体制を見直すなど、製造原価削減に向けた取組を進めま

した。 

② コロナ禍により催事での売上げが減少しているため、地元企業等へトップセールスや地

域での感謝祭の開催など売上げの挽回に努めました。 

③ 取締役会において、民営化の検討を開始することを承認しました。 

市担当部署による対応状況 

・市議会、地域協議会、株主に対し、同社の経営健全化に向けた取組（民間譲渡）について

の説明を行いました。 

・安定した経営体制の構築に向けて、民間譲渡を第一候補として、関係者への説明や株式評

価を実施しました。 

 

 




























